
市民生活相談課 
（生活困窮者支援） 

納税推進課 
（滞納相談） 

市民 

生活困窮？ 

保険年金課 
（国民健康保険） 

資格 
証明書 

①特別事情に関する 
届出書の提出について送付 

②相談来庁 

③滞納相談 

③生活困窮相談 

⑤状況に応じ 
短期健康保険証を発行 

悪質？ 

④対応相談 

※野洲市国民健康保険被保険者資格証明書等交付要綱の改正 
 資格証明書の交付対象とならない特別事情に野洲市の独自基準を追加(平成27年4月1日施行) 
 
（生活再建に係る支援を要する者に対する措置） 
第７条 市長は、国保税を滞納している世帯主が生活困窮状態にあり、かつ、生活困窮者自立支援法（平成
25年12月13日法律第105号）第2条第2項に規定する生活困窮者自立相談支援事業の適用を必要とする者
であると認めたときは、当該世帯主について特別の事情等を有する者とみなす。 

国保
滞納 

健康づくり（適正受診）は生活困窮者支援 
資格証明書 ＝ 生活困窮者？ 
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国民健康保険証の資格証明書からの相談者の発見について 

 

＜事 例＞ 

■相談者属性 

母親 年金    月額／10万円 （年金担保融資のため半額受給で当分は5万円） 

 息子 非正規職員 手取り／10万円 

■滞納額（本税） 

 ・母親 国民健康保険税 約 20万円 

 ・息子 市県民税    約 40万円 

■相談内容（母親から） 

 
 

①（保険年金課） 

 
 

②（保険年金課） 

 
 

③（保険年金課・市民生活相談課 同席） 

 
 

④（納税推進課・保険年金課・市民生活相談課 同席） 

 
 

⑤（社会福祉課・税務課・やすワーク・市民生活相談課） 

 
 

⑥（税務課） 

 
 

■活用した制度 

住居確保給付金、就労支援、確定申告、分納誓約 

母親来庁。息子の社会保険の扶養に入るため、課税証明書を取りに来る。 

その後、息子の社会保険の扶養に入ることとなり、今月以降の国民健康保険税の滞納額が増

えなくなり、滞納分についてはきちんと分納していくことを約束する。 

 

やすワークにて息子への就労支援開始。社会保険完備の数社を紹介。面接につなげたことで、

息子の就職が決定。正社員で給料も25万円を確保。社会保険、福利厚生もきちんとある。 

税務署にて母親を扶養に取る確定申告をした結果、所得税で８万円程度還付となる。住民税

も還付見込み。いずれも税金滞納分に充当することを了解された。 

 

特別事情の届出書を提出（市民生活相談課にて相談した）。短期健康保険証を発行。 

家賃相当分が給付される制度（住居確保給付金）を申請し家賃の心配をせずに就労活動する 

滞納相談の状況を聞き取る。長年勤務しているにも関わらず息子の給料が少なく生活費が苦

しい状況である。健康保険については同居する息子の社会保険に加入する事ができるが、息

子の会社の待遇が悪く今月末で退職するという。退職に際し、息子への就労支援を行うこと

を確認する。 

通知を受けて母親が来所。生活困窮相談として市民生活相談課へ。 

国民健康保険税の未納に係る「特別の事情に関する届出書」の提出について（別紙）を送付。 

長期にわたり、国民健康保険税を滞納していたため、健康保険証が資格証明書になっている。 

高齢になり、耳鳴りや頭痛などしてきて病院にもかかりたいが行けない。 
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メリット① 
ワンストップで受け止められる！ 

障害者福祉 

障がい者 
自立支援課 

メンタルヘルス 

健康 
推進課 

ホームレス支援 

NPO 

国民年金 
健康保険 

保険 
年金課 

教育に 
関すること 

学校 
教育課 

高齢者福祉 

地域包括 
支援センター 

・離婚 
・子どもに障がい 
・母が認知 
・自分がうつ病 
・悪質商法／借金 

母子 

ひとり親支援 

子育て家庭
支援課 

多重債務 
消費者被害 

市民生活 
相談課 

法律相談 

法律家 

困りました。 

就学援助 

介護サービス 

児童扶養手当 

債務整理 

メリット② 
何も言わなくても発見できる！ 

障害者福祉 

障がい者 
自立支援課 

ホームレス支援 

NPO 

国民年金 
健康保険 

保険 
年金課 

教育に 
関すること 

学校 
教育課 

高齢者福祉 

地域包括 
支援センター 

・税金滞納 
・失業 
・不登校 
・借金 

相談者 

多重債務相談 

市民生活 
相談課 

法律相談 

法律家 

滞納整理 

納税 
推進課 

メンタルヘルス 

健康 
推進課 

滞納してますよ 

払えなくて。 
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事例：Aさんの場合 

•40代男性 夫婦と子ども3人の5人家族 
 

•国民健康保険税（料）が払えないと 
納税推進課へ相談に 
 

 

 

 

 

•失業し家賃も払えない 

•雇用保険の適用なし 

•借金3社に150万 

プランの策定 課題 繋いだ機関 活用したサービス 

食糧なし 市民生活相談課 食糧支援 

住まい 市民生活相談課 住居確保給付金（家賃額給付） 

税金滞納 税務課 確定申告（適正課税） 

国民健康 
保険税 

保険年金課 短期健康保険証を発行 

税務課 確定申告により2割軽減 

国民年金 保険年金課 低収入による減免 

給食費 
学費 

学校教育課 
就学援助制度 

（給食費・学用品等の給付） 

生活費 社会福祉協議会 総合支援資金貸付（月２０万） 

借金 司法書士 債務整理（任意整理） 

家計 社会福祉協議会 家計相談（家計の見直し） 

妻のうつ 健康推進課 自立支援医療（1割負担） 

収入低下 
（仕事） 

やすワーク 
（市民生活相談課） 

就職ナビゲーターによる 
就労相談支援 

コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
機
能 
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